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１ 概要 

最近、ビッグデータ等、企業、政府等による個人に関するデータ（パーソナルデータ）

の利活用のニーズが高まっている一方、これに関してプライバシー侵害への懸念も高まっ

ている。プライバシー保護を図りつつ日本におけるパーソナルデータの利活用を促進する

ためには、世界的なプライバシー政策の動向も踏まえつつ、自らのパーソナルデータが利

活用されることに対する個人の許容度を踏まえた企業等の適切な対応や政府による制度整

備が必要となると考えられる。 

パーソナルデータの利活用に対する個人の許容度は、利用されるデータの種類、利用目

的等様々な要因によって異なると考えられる。本研究は、パーソナルデータの利活用に関

する個人の許容度について、アンケート調査を実施し、コンジョイント分析を用いて許容

度の相違を要因ごとに明らかにするとともに、許容度を高める企業等の対応や制度のあり

方等について論ずる。 

 

２ 背景 

 スマートフォンやＳＮＳ、交通系ＩＣカード等の普及に伴い大量かつ多様なデータが蓄

積されるようになるとともに、クラウド化や並列分散技術等、大量のデータを高速で解析

することを可能とする技術が発展したことに伴い、ビッグデータ（大量、多様、高速とい

う特性を持つデータ及びそれらを処理する技術の総称）をビジネス等に利活用しようとい

う機運が高まっている。 

 他方、ビジネス等で利活用されるデータの中でも、パーソナルデータについてはプライ

バシー侵害の懸念が指摘されている。とりわけビッグデータにおいては、仮に個人を識別

する情報（個人情報）でなくてもプライバシーを侵害する事態が生じる可能性があり、実

際に侵害の事案も生起している。 

このような状況にも対応して、近年、欧米においてプライバシー保護を一層強化する取

組みが進められている。ＥＵでは、2012 年、欧州委員会が個人の権利の強化等を図る「デ

ータ保護規制案」を公表した。米国においても、2012 年にホワイトハウスが消費者のプラ

イバシー保護の強化等を目指す「消費者プライバシー権利章典」を発表した。 

わが国においては、プライバシー保護のための対策として、個人情報保護法の施行(2005

年)、日本情報経済社会推進協会(JIPDEC)のプライバシーマーク制度の運用等が行われて
きたところであり、また、最近のスマートフォンの普及に対応して総務省が「スマートフ

ォン・プライバシー・イニシアティブ」を公表している(2012 年)。しかし、現行の個人情

報保護法についてはＥＵのデータ保護指令との整合性が確保されていない等の問題点が指
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摘されている。上述の欧米の動向等も踏まえると、ビッグデータ時代におけるパーソナル

データの利活用に対応して法制度の見直し等について検討の必要性も高まりつつある。 

 このように、ビッグデータ時代となった現在、わが国においてプライバシーの保護の強

化を図りながらパーソナルデータの利活用を推進し、Win-Winの状況を実現するための取
組みを行うことが重要となっている。このためには、プライバシーの利活用に関する個人

の許容度はどのような要因に影響されるか、どのような対策を講ずればプライバシー侵害

に対する個人の不安が軽減され、パーソナルデータの利活用への許容度を増すことができ

るか等を明らかにすることが有益である。そこで、本研究では、以上の観点からわが国に

おける個人のプライバシー意識について調査と分析を行う。 

 

３ 先行研究、これまでの調査 

 パーソナルデータの利活用に関する個人の意識に関して、海外においてはAckerman et 
al.(1999)等をはじめとする研究が、プライバシーに関する本人の許容度が様々な要因によ
り影響されていること（例えば、プライバシーに関する認識と行動が相違する「プライバ

シー・パラドックス」の存在等）を明らかにしている 1。 

わが国においては、これまでパーソナルデータの利活用に関する個人の意識についてい

くつかのアンケート調査が行われている。例えば、ソフトバンクテレコム（2012）では、

８種類のライフログについて、ライフログ提供に関する抵抗感と、ライフログ提供意向数

（非金銭的インセンティブ）との関係から、提供に関する抵抗度の高いライフログほど提

供されにくいとの傾向が示されている。（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構（2011）

においては、パーソナルデータの種類によって利活用されることへの抵抗感に相違がある

ことが示されている。さらに、経済産業省(2010)においては、消費者向けサービスに関し

て、パーソナルデータの匿名化、オプトイン、可視化等によって、パーソナルデータの提

供に関する許容度（ユーザアクセプタンス）が上昇するとの結果が示されている。ただし、

これらは、要因の水準の相違によってパーソナルデータの利用に関する許容度が異なって

いる点をアンケート調査の集計結果で示しているだけであり、各要因の水準が利活用への

個人の許容度に対して与える効果を定量的に分析したものではない。 

 この点に関して、高崎他（2010）等は、パーソナルデータの利用に関する様々な要因間

の関係に関する仮説を設け、それを構造方程式モデリング（ＳＥＭ）の手法により検証し

ている。その結果、サービスの利用意向が高いほど個人情報の開示意向が高い、プライバ

シー懸念が低いほど情報開示意向が高い、サービス提供事業者の評価が高いほどサービス

利用意向が高い等の仮説が支持されている。 

 様々な要因により個人の態度・行動が決まる場合、個人の選択行動を直接的に検証する

にはコンジョイント分析が有益である。海外ではHann et al.(2002)、Krasnova(2009)等、
パーソナルデータの利活用に関する個人の意識についてコンジョイント分析の手法を適用

                                                   
1 これら実証研究結果の概要については高崎他（2010）を参照。 
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した研究があるが 2、日本でコンジョイント分析を適用した研究は少ない。Komatsu and 
Matsumoto(2011)等は、電子マネーを例に、プライバシー（提供され本人の情報につき、
完全匿名／安全目的のみ利用／安全目的及びマーケティング目的に利用）、機能（割引／保

険／なし）、利用料金の３つの要因を用いてコンジョイント分析を行い、プライバシーは他

の２要因に比べて重要度が低かったとの結論を得ている。岡田・高橋(2012)も、同様に電

子マネーを例に、提供する個人情報（氏名・年齢等）、提供する行動履歴、利得性、利用範

囲の４つの要因を取り上げたコンジョイント分析を行い、個人の属性情報の重要度が高い

等との結果を得ている。ただし、これらには取り上げている要因が限られている等の課題

がある。 

 

４ 考え方 

 前節で示されているとおり、パーソナルデータの利活用に関する個人の許容度には様々

な要因が影響している。このような要因は多数にのぼるが、先行研究においてはこれらが

必ずしも整合的に捉えられていない。 

 パーソナルデータの利活用により、当該データを提供した本人（または本人が属する社

会）は便益を享受できる一方、同時に本人のプライバシーが侵害されるリスクも存在する。

個人は、便益に対する評価とリスクに対する不安の比較から、パーソナルデータの利活用

に対する態度を決めていると考えることができる。この個人の態度は、個人の属性、パー

ソナルデータの利活用一般に関する個人の考え方、パーソナルデータの種類によって異な

ると考えられる。 

 以上を踏まえると、パーソナルデータの利活用に対する個人の許容度に影響を与える要

因は、次の５つの要素に整理することができる。 

① パーソナルデータの利活用で享受する便益 

パーソナルデータの利活用を認めることによって得られる便益は、大きく分けて金銭

的な便益（現金、ポイント等）と、非金銭的な便益に分けることができる。後者につ

いては、特に、本人に説明されるパーソナルデータの利活用の用途として提示される

場合が多いと考えられる。 

② プライバシー侵害リスクに影響を与える要因 

プライバシー侵害はパーソナルデータの漏洩や流用等を通じて引き起こされるが、そ

のリスクを個人が判断する際に考慮する要素として、利活用主体の情報管理のための

取組み、利活用主体そのものへの信頼感、法制度とその執行等が考えられる。 

③ パーソナルデータの種類 

パーソナルデータの利活用の許容度は、利活用されるパーソナルデータの種類によっ

ても異なると考えられる。例えば、医療・健康情報や収入・資産に関する情報等のセ

ンシティブな情報は、ＳＮＳ上で公開されている情報、名刺情報等に比べて許容度が

                                                   
2  これら海外での実証研究のいくつかの結果の概要については岡田・高崎（2012）を参照。 
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低くなると考えられる。 

④ 個人の属性 

先行研究に基づくと、パーソナルデータの利活用に関する許容度は、性別、年齢等の

個人の属性によって影響される面があると考えられる。 

⑤ パーソナルデータ利活用一般に対する個人の考え方 

先行研究に基づくと、パーソナルデータの利活用の許容度は個人の属性が同じであっ

ても、パーソナルデータ利活用一般に対する個人の考え方によって異なると考えられ

る。 

 

５ 調査について 

パーソナルデータの利活用における個人の許容度は、前節で述べた要因（特に個々のケ

ースにおいて異なる①②③の組合せ）によって左右されると考えることができる。こうし

た要因を軸に、プライバシーを保護しつつパーソナルデータの利活用を促すための対策が

個人の態度に与える効果等も含めて、パーソナルデータ利活用に関する個人の態度を把握

することが、プライバシー保護及びパーソナルデータ利活用推進の両立を図る観点から有

益である。 

かかる観点から、アンケート調査を実施し、その結果を踏まえて、コンジョイント分析

の手法により、個人の意識を把握するためにアンケート調査を実施する（本調査の実施に

向けて予備調査を実施している）。 
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